
 

横浜市との再生可能エネルギーに関する 

連携協定について 

１ 経緯 

横浜市では、2050 年の脱炭素化の実現に向け、地球温暖化対策・エネ
ルギー施策を強化し、持続可能な大都市モデルの実現に取り組んでいま
す。 

一方、本村を含む県北地域では、太陽光発電、風力発電及び木質バイ
オマス発電などの再生可能エネルギーの発電施設が豊富にあります。 

そこで、国が進める「地域循環共生圏」の理念に基づき、将来、当地
域で発電された電力を横浜市内の企業等に供給（売電）することなどを
視野に入れ、県北地域を含む東北地方 12 市町村（連携自治体）と横浜市
とが協力して取り組んでいく連携協定を締結しました。 
 

２ 連携協定を締結する 12 市町村（連携自治体） 

◆ 青森県横浜町 
◆ 岩手県久慈市、二戸市、葛巻町、軽米町、一戸町、洋野町、九戸村、

野田村、普代村 
◆ 福島県会津若松市、郡山市 

 

３ 連携協定の主な取組 

 ⑴ 再生可能エネルギーの創出・導入・利用拡大に関すること 
   連携自治体で発電された太陽光、風力、バイオマスをはじめとした

再生可能エネルギー電気を横浜市内事業者、公共施設等へ供給するス
キーム（基本的な仕組）の検討を行う。 

⑵ 脱炭素化の推進を通じた住民・地域企業主体の相互の地域活力の創 
出に関すること 

  横浜市と連携自治体の住民や企業が再生可能エネルギーの供給等
を通じて交流を深め、地域活力の創出につながる取組を検討する。 

⑶ 再生可能エネルギー及び地域循環共生圏の構築に係る国等への政 
策提言に関すること 

   再生可能エネルギーの連携や温暖化対策に関する課題等について、
必要に応じて政策提言を行います。 

 

４ 当面の活動 

  当地域で発電された電力の供給に限らず、観光、特産品販売イベント
への参加など分野にこだわらない緩やかな取組を行い、横浜市民に連携
自治体の魅力を知ってもらうためのＰＲ活動を進めていきたい。 
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本村の省エネルギーへの取組等 
 
≪横浜市との再エネ連携協定≫ 
○ Ｒ元年 10 月～11 月に開催した住民懇談会（村長と語る会 16 会

場）において村からの情報提供として本取組を紹介した。 
 

≪家庭用太陽光発電の固定価格買取制度（ＦＩＴ）≫ 
○ 買取開始後 10 年を迎えると、買取価格は固定から変動へ。 
○ Ｒ元年 11 月以降、住宅用の太陽光余剰電力を９円/ｋＷで買い取

る。 
○ 東北電力ではＲ元年６月以降、対象者にダイレクトメールで周知。 
○ 買取制度は平成 21 年開始。当初 48 円から段階的に引き下げられ

現在 21 円。 
 
≪住宅用再生可能エネルギー等導入助成金（商品券）≫ 
○ 太陽光発電 ８万円/ｋＷ。上限 24 万円。 
○ 木質バイオマス熱利用（薪、ペレットストーブ） 上限５万円。 
○ 太陽熱温水器 上限５万円。 
○ Ｈ24～Ｒ元 延べ太陽光発電 71 件、ストーブ 30 件 
 
≪役場の取組≫ 
○ 電力の「見える化」やピークコントロール、照明のＬＥＤ化など

で電力使用量の削減に取り組んでいる。役場庁舎、総合センター、
体育館、小中学校などの照明を電力消費量の少ないＬＥＤ照明に
取り換えた。 

○ 平成 25 年度の整備前に比較し、年間 500 万円程度の電気代の削減
できている。 

○ 平成 29 年度から役場庁舎や公共施設の電力を新電力を通じて野
田バイオマス発電で発電した電力を使用している。電力の地産地
消。 

 
≪野田バイオマス発電所≫14 メガ kW 
○ 野田村では東日本大震災後、様々な基盤整備の復旧を目指すとと

もに、バイオマス発電事業を復興に資する事業とし、建設予定地
の取得や住民説明会などに連携して取り組んできた。 

○ 本村の風土を生かした新産業である木質バイオマス発電は、林業
の活性化、地域雇用の創出のほか、地域内の経済循環を構築する
など復興に大きく貢献している。 

○ 木質バイオマス発電は、豊かな自然を利用しており今後も再生可
能エネルギー導入に期待している。 

○ 被災地として復興に関する視察がある中、発電所の見学は観光資
源としての活用もされている。 

○ 木質バイオマスにより発電した電力は、新電力（㈱地球クラブ、
サミットエナジー㈱）を通じて、いわて生協や東北エリアの生協
に供給され地域内で循環されている。 
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北海道 札幌市 195 新潟県 佐渡市 5.7 奈良県 生駒市 12

古平町 0.3 粟島浦村 0.04 鳥取県 北栄町 1.5

岩手県 久慈市 3.6 妙高市 3.3 南部町 1.1

二戸市 2.8 十日町市 5.5 岡山県 真庭市 4.6

葛巻町 0.6 富山県 魚津市 4.3 愛媛県 松山市 51

普代村 0.3 石川県 金沢市 47 福岡県 福岡市 154

軽米町 0.9 加賀市 6.7 大木町 1.4

野田村 0.4 長野県 軽井沢町 1.9 長崎県 平戸市 3.2

九戸村 0.6 池田町 1.0 佐賀県 武雄市 4.9

洋野町 1.7 立科町 0.7 熊本県 熊本市 74

一戸町 1.3 白馬村 0.9 菊池市 4.8

八幡平市 2.6 小谷村 0.3 宇土市 3.7

山形県 東根市 4.8 南箕輪村 1.5 宇城市 6.0

福島県 郡山市 34 静岡県 浜松市 80 阿蘇市 2.7

大熊町 1.0 御殿場市 8.8 合志市 5.8

浪江町 1.7 愛知県 岡崎市 38 美里町 1.0

栃木県 那須塩原市 12 半田市 12 玉東町 0.5

群馬県 太田市 22 豊田市 42 大津町 3.3

埼玉県 秩父市 6.4 みよし市 6.2 菊陽町 4.1

千葉県 山武市 5.2 三重県 志摩市 5.0 高森町 0.6

東京都 葛飾区 44 京都府 京都市 148 西原村 0.7

神奈川県 横浜市 372 宮津市 1.8 南阿蘇村 1.2

川崎市 148 与謝野町 2.2 御船町 1.7

鎌倉市 17 大阪府 枚方市 40 嘉島町 0.9

小田原市 19 東大阪市 50 益城町 3.4

三浦市 4.5 泉大津市 7.6 甲佐町 1.1

開成町 1.7 兵庫県 明石市 29 山都町 1.5

鹿児島県 鹿児島市 60

＊数字は人口（単位：万人）、枠で囲まれた団体は共同表明

2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体
 東京都・京都市・横浜市を始めとする100の自治体（18都道府県、47市、１特別区、25町、9村）が

「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。

 表明した自治体を合計すると人口は約6,386万人(※)、GDPは約311兆円となり、日本の総人口の過半数を
超える勢いとなっています。 （2020年6月17日時点）

表明都道府県

※各地方公共団体の人口合計では、都道府県と市
区町村の重複を除外して計算しています。

表明市区町村
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